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研究テーマ（発表タイトル） 

高齢者による交通事故と免許更新試験制度の有用性について 

 

１．研究概要（目的・狙いなど） 

2019 年 4 月 19 日、東池袋で 87 歳の男性が運転する車が暴走し、歩行者を次々とはねる事件が起きた。多数の被害者を

出した痛ましい事件である。 

近年、交通事故発生件数は減少傾向にあるにもかかわらず、こういった高齢者による悲惨な交通事故の報道は後を絶たない。

このような問題を受け、政府は 1998 年から高齢者講習を対策の一つとして導入した。 

そこで私達はこの高齢者講習に着目し、内容を改善することで高齢者による事故を減らすことを実現する。 

 

２．研究テーマの現状分析（歴史的背景、マーケット環境など） 

•高齢運転者による事故数 

まず、実際に高齢者の事故は多いのかを調べた。「警察庁交通局『平成 30 年における交通死亡事故の特徴等について』」の高

齢運転者による死亡事故件数(免許人口 10 万人あたり)によると、平成 30 年の 75 歳未満の運転者の事故は 3.4 件、75

歳以上は 8.2 件、80 歳以上は 11.1 件であり高齢者による事故件数は実際に多いことが分かった。(図 1) 

 

•現行の高齢者免許更新制度 

75 歳未満の人は合理化講習を受ける。内容は、•双方向型講義 •運転適性検査指導  •実車指導である。 

75 歳以上の高齢者は、合理化講習に加え、認知機能検査と高度化講習を受けてもらうことになっている。 

認知機能検査は記憶力や判断力を測定する検査で、所要時間は 30 分。この検査で第 1.2.3 分類に判別され、第 1 分類

は医師の診断が必要となる。そして、認知症と診断されなかった第 1 分類、第２分類は高度化講習を受けることになる。高度化

講習では、•時間の見当識 •手がかり再生 •時計描写 を行う。 

以上の講習を通して、加齢に伴う身体機能の変化を自覚してもらう。(図 2) 



 

              (図１)                               (図 2) 

 

３．研究テーマの課題 

現行の高齢者講習では、実車指導などを行なってはいるが、危ない運転をする人がいても免許を取り上げることはできないので助

言や指導で終わる。また認知機能検査を導入する前の事故率は 4.1%、導入後での事故率は 7.9%と増加している、他にも

死亡事故を起こした 75 歳以上の半数は認知機能検査で認知症の恐れなしと判断された人達であるなど現行の高齢者免許

更新制度の有効性には疑問が残る。 

 

４．課題解決策（新たなビジネスモデル・理論など） 

現在の高齢者における免許更新制度では、事故を減らす効果が薄いため、制度の見直しが必要だと考えた。その上で、私たち

は事故の要因の分析・高齢者事故の特徴・海外の免許制度について調査・研究を行い、その結果をもとに、具体的な方策を提

案することにした。 

 

５．研究・活動内容（アンケート調査、商品開発など） 

事故の要因、高齢者事故の特徴、海外の運転免許制度を調べることにした。 

•事故の要因 

交通事故の要因を調べるため重回帰分析を行った。 

 

  係数 標準誤差 t  P-値 

切片 2352.621 1081.566 2.175198 0.03516 

人口密度 185.3177 56.6521 3.271153 0.002115 

燃料消費量 -0.00431 0.018744 -0.22993 0.819238 

75 歳以上免許申請取消数 -1.01388 0.081437 -12.4499 7.49E-16 

 

被説明変数 Y を、都道府県別の自動車による事故発生件数の差(2017-2015 年)とし、説明変数 X に、都道府県別の人



口密度、燃料消費量、免許申請取消数を入れて分析した。(それぞれ 2017-2015 年) 

また免許申請取消数は、65 歳以上・70 歳以上・75 歳以上・80 歳以上・85 歳以上の 5 パターンの回帰分析を行った。 

結果として、人口密度は水準１%、免許申請取消数も水準 1%で統計学的に有意となった。つまり人口密度が増加すると事

故発生件数は増加し、運転をやめる高齢者が増えると事故発生件数が減るということが分かった。また、75 歳以上の高齢者が

運転をやめた場合が、最も事故発生件数が減少することも分かった。ここで私たちは、75 歳以上の免許申請取消件数が増える

=高齢者の運転機会が減ると、事故発生件数が下がるということに着目した。 

 

•高齢者事故の特徴(図 3) 

高齢者になると運転操作不適による死亡事故件数は指数関数的に増加していることが分かった。 

運転操作不適とは「アクセル・ブレーキの踏み間違い」というような運転ミスのことである。運転操作不適は、瞬時に判断する力の

低下から起こりやすくなるため、対策が必要であると考えられる。 

   

•海外の免許更新制度 

アメリカ(アイオワ州)、オーストラリア(ニューサウスウェールズ州)の２件を紹介する。 

前者では、対象者を決めて実車試験が行われる。実車試験の内容は新規取得時の試験と同じ内容である。また不合格の場

合は 1 ヶ月以内に再受験が可能。 

後者では、85 歳以上は 2 年に一度実車試験を行わなければならない。試験場で運転免許当局が実施する試験を行う。不合

格の場合、再試験が認められる場合と直ちに取り消される場合がある。  

 

                         (図 3) 

６．結果や今後の取り組み 

研究結果から、高齢者講習の実車講習を試験化し、厳正化することが有効だと考えられる。さらに、高齢者事故の原因となる

運転操作不適による事故を減らすためにも、ドライビングシュミレーターを用い、反射能力試験を行うべきである。そうすることで、

認知機能だけでなく本人が気づいていない身体的機能の衰えの面からも運転の可否を判断することができる。また、試験を厳正

化することで高齢者が間違って認識している安全確認や運転方法を正すことも可能であろう。 

 

私達は、高齢者による交通事故を減らすために更新制度に焦点を当てて解決策を考えてきた。これらの解決策により事故数の

減少は見込めると考えているが、より効果を出すためにはドライバーに働きかける以外に、車自体に自動ブレーキや踏み間違え防

止機能などを加えるといった機能面の工夫も必要だと考える。この両者を上手く組み合わせて使っていくことで更なる相乗効果が

もたらされるのではないだろうか。 
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